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〇国勢調査は、統計法に定める基幹統計調査として、人および世帯に関する

全数調査であり、大正９年（１９２０年）の第１回以来、国の最も基本的

で重要な統計調査として５年毎に実施されており、令和７年に実施する調

査はその２２回目に当たる。
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【結果の利用例】
・衆議院議員の小選挙区の改定基準
・県、市町議会の議員定数の決定
・少子化対策の基礎資料
・高齢者社会福祉施策の基礎資料 等

〇その結果は、国や地方公共団体における各種行政施策はもとより、企業、

団体その他各方面に利用されている。



１ 概要

〇調査期日 令和７年10月１日 午前零時現在

〇調査対象 令和７年10月１日現在、我が国に常住するすべての人

※ 本県は約６０万世帯が調査対象

〇調査方法 調査員が全世帯を訪問し、調査票等の調査書類一式を配布

調査票の回収はインターネット、郵送、調査員への提出のいずれか
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２ 国勢調査および本県の状況

〇国勢調査を取り巻く環境は、個人情報保護意識の高まりによる

調査への協力意識の低下、オートロックマンションや共働きの

増加による面接困難世帯の増加等により、一層厳しさを増して

いる。

〇さらに、本県は、国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の

会期と調査期間が重なることから、調査員等の人員確保が困難に

なる（※）等、市町の負担が増えている。

※ 本県では、調査員約7,000人と指導員約1,000人の確保が必要
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３ 取組
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〇インターネット回答の積極的推進

簡単・便利で、調査員の調査票の回収が不要となり、

市町職員の事務負担軽減にもつながるインターネット回答を

積極的に推進

（目標：インターネット回答率５５％）

※ 前回：県インターネット回答率 42.4%、全国３位）

〇広報の充実・強化



４ インターネット回答の積極的推進
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〇正確な調査の実施や事務負担軽減の観点から、インターネット回答の

更なる推進に向け、機能面ではＱＲコード読み取りによる自動ログイ

ン機能が追加される。

〇郵便局や商業施設のイベントスペース等に、回答用のタブレット

端末と支援スタッフを配置した「インターネット回答支援ブース」

を開設し、希望に応じてインターネット回答の支援を実施する。

【インターネット回答依頼書】

※ＱＲコードからアクセスした場合は、
ログインＩＤ・アクセスキーが自動入力されます。

〇各種イベントにおいて、インターネット回答体験を実施する。



５ 広報の充実・強化

〇サポーター企業・団体の拡充

自社の従業員などに国勢調査の周知・インターネット回答の推進やリーフレット

の配布などを行っていだたくサポーター企業・団体の拡充

〇様々な広報媒体の活用による機運醸成

県ホームページ、ＳＮＳ、インターネット広告、交通広告（ラッピング・車内

広告・駅貼り）、テレビ・ラジオ、各種デジタルサイネージ等

〇イベントの開催およびインターネット回答体験の実施

等を通じて、

国勢調査やインターネット回答の利便性等の県民への周知を図る。 6

まで

あと 97  日
             ― １０月１日が調査実施日です！ ―


